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第１節 市町村の概況 
 
 平成 29 年度末時点での市町村数は、37 市 16 町 1 村である。 

住民基本台帳人口（平成 30 年 1 月 1 日現在）は、6,298,992 人であり、前年度（平成 29

年 1 月 1 日現在）に比べ 15,390 人、0.2％の増加となった。 

※住民基本台帳人口は、平成 25 年度の調査から基準日が 3 月 31 日から 1 月 1 日に変更され

たため、平成 25 年度以降は 1 月 1 日時点の人口となる。 
 

直近 10 年間（平成 19 年度～平成 29 年度）の人口を比較すると、本県の人口は 208,193

人、3.4％の増加となっている。 

平成 22 年度まで一貫して増加してきた人口は、日本全体の人口減少という長期的要因及

び都市再開発による都内回帰という中期的要因に、震災の影響という一時的要因が重なり、  

平成 23 年度には減少に転じた。平成 24 年度は、日本人のみでは減少が続いたが、住民基本

台帳法の改正により平成 24 年 7 月 9 日から外国人が含まれることになったことから、総人

口は増加となった。平成 29 年度は 5 年連続の転入超過となるなど増加となった。 

地域別では、前年度に引き続き、千葉、東葛飾、印旛地域では増加している一方、香取、

海匝、山武、長生、夷隅、安房、君津地域では減少しており、人口の増減傾向は、地域によ

って大きく異なっている。 

 

第１表 市町村人口規模分布表（団体数） 

区分 
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合計 

市     1  7 13 10 6 37 

町 5 3 1 3 1 3     16 

村    1       1 

計 5 3 1 4 2 3 7 13 10 6 54 

 

第１図 人口・団体数の推移 
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第２図 平成１９年度末に対する平成３０年１月１日地域別人口増減率（％） 

 
注）地区分類は、平成２９年度末における市町村において分類したものである。 

 

 

第２節 決算規模（市町村普通会計） 
 

 平成 29 年度の県内 54 市町村普通会計の決算規模は、県費負担教職員の給与負担等が県

から千葉市に移譲されたことや、市町村税収の増加、社会保障関係経費の増加を反映し、

歳入総額 2 兆 2,910 億 30 百万円、歳出総額 2 兆 2,090 億 3 百万円となり、前年度に対し、

歳入は 1.8％、歳出は 1.9％と増加し、過去最高の決算規模となった。 

 

 平成 20 年度決算では、歳入は市町村税、地方交付税等は増加したものの、地方債等が減

少し、歳出は人件費及び投資的経費が減少したため、2 年ぶりの減少となった。 

平成 21 年度決算では、歳入は市町村税が減少したが、国庫支出金、地方交付税及び地方債

が増加し、歳出は人件費が減少したものの、扶助費、普通建設事業費、また、定額給付金   

給付事業による補助費等が増加したため、大幅に増加した。 

 平成 22 年度決算では、歳入は景気の低迷等により市町村税が 2 年連続で減少した一方で、

地方交付税、県支出金及び地方債が増加となった。歳出は人件費は減少したものの、    

子ども手当の創設等により扶助費が増加したことから、義務的経費が 5 年連続で増加と  

なった。 

 平成 23 年度決算では、歳入は新たに震災復興特別交付税が創設されたことなどにより地

方交付税が大幅に増加し、歳出は扶助費の増加に加え、東日本大震災に係る災害復旧事業費

が大幅に増加したことなどにより、全体として増加となった。 

 平成 24 年度決算では、歳入は防災対策に係る地方債や財政調整基金などからの繰入金が 

増加し、歳出は人件費及び公債費の減により、義務的経費が 7 年ぶりの減少となったが、  
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防災対策に係る普通建設事業費が大幅に増加したことから投資的経費が 2 年連続の増加とな

り、全体として増加となった。 

 平成 25 年度決算では、歳入は景気回復の影響により市町村税が増加するとともに、国の 

緊急経済対策により地域の元気臨時交付金が新設されたことから国庫支出金が大幅に増加し、

歳出は引き続き扶助費が増加するとともに、防災対策等に係る普通建設事業費が大幅に増加

し、全体として増加となった。 

 平成 26 年度決算では、歳入は企業収益の改善に伴い市町村税が増加、消費税率の引上げに

伴い地方消費税交付金が増加するとともに、臨時福祉給付金・子育て世帯臨時特例給付金に

係る補助金などにより国庫補助金が増加し、歳出は臨時福祉給付金・子育て世帯臨時特例給

付金給付事業の実施等により扶助費が増加するとともに、小中学校の耐震改修工事など公共

施設整備事業の実施等により普通建設事業費が増加し、全体として増加となった。 

 平成 27 年度決算では、歳入は個人所得の増加等により市町村税が増加、消費税率の引上げ

の影響が平年化したことにより地方消費税交付金が大幅に増加となった。歳出は保育に係る

扶助費の増等により義務的経費が 3 年連続で増加したが、公共施設整備に係る普通建設事業

費の減等により投資的経費は 5 年ぶりに減少となった。 

 平成 28 年度決算では、歳入は、前年度の実質収支の増を受けて繰越金が増加するととも

に、個人所得の増や新築家屋の増などにより市町村税が増加した。また、財源不足に対応す

るための財政調整基金からの繰入れの増により繰入金が増加した。歳出は、小中学校施設の

耐震補強工事終了などに伴う普通建設事業費の減により投資的経費が 2 年連続で減少した一

方で、年金生活者等支援臨時福祉給付金事業の実施などに伴う扶助費の増などにより義務的

経費が 4 年連続で増加し、全体で増加となった。 

平成 29 年度決算では、歳入では、市町村税が増加し、扶助費や地方消費税の増加に伴う国

や県の支出金なども増加した。歳出では、投資的経費が 3 年連続減少する一方で、人件費や

児童保護費の増などにより義務的経費が 5 年連続で増加した。なお、歳入・歳出ともに、県

費負担教職員の給与負担等が県から千葉市に移譲されたことが増加の大きな要因となってい

る。 

 

第２表 決算規模の推移        （単位：百万円、％） 

年度 歳入 増減率 歳出 増減率 

20 1,828,931 △ 0.0 1,755,937 △ 0.8 

21 1,977,991 8.2 1,908,632 8.7 

22 2,001,840 1.2 1,927,107 1.0 

23 2,059,363 2.9 1,964,585 1.9 

24 2,095,085 1.7 2,009,729 2.3 

25 2,102,914 0.4 2,014,103 0.2 

26 2,183,171 3.8 2,099,131 4.2 

27 2,245,506 2.9 2,142,239 2.1 

28 2,249,484 0.2 2,168,257 1.2 

29 2,291,030 1.8 2,209,003 1.9 
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第３節 決算収支 

 

歳入総額から歳出総額を差し引いた額（形式収支）は、820 億 26 百万円となり、前年度

に対し、1.0％の増加となった。また、形式収支から翌年度に繰り越すべき財源を控除した

実質収支は、696 億 52 百万円となり、前年度に対し 7.4％の増加となった。 

 

（１）形式収支 

形式収支は、全 54 団体で黒字であった。 

（２）実質収支 

実質収支は、全 54 団体で黒字であった。なお、昭和 51 年度以降、赤字となったのは平

成 18 年度の千葉市のみである。 

（３）実質収支比率 

実質収支比率（＝実質収支／標準財政規模）の県内市町村の単純平均は 6.8％で、前年

度（6.4％）より 0.4 ポイント上昇している。 

（４）単年度収支 

単年度収支は、全 54 団体合計で 48 億 6 百万円の黒字で、前年度（91 億 23 百万円の赤

字）に比べ 139 億 30 百万円の増加となった。赤字団体の数は、前年度（49 団体）よりも

33 団体減少し 16 団体（11 市 5 町）となった。 

（５）実質単年度収支 

実質単年度収支は、全 54 団体合計で 176 億 44 百万円の赤字で、前年度（202 億 67 百万

円の赤字）に比べ 26 億 23 百万円の増加となった。また、赤字団体の数は、前年度（36 団

体）よりも 7 団体減少し 29 団体（22 市 7 町村））となった。 

 

第３表 決算収支の状況                                  （単位：百万円、％）

区分 29 年度 28 年度 
増減率 

29 年度 28 年度 

歳入歳出差引（形式収支） 82,026 81,228 1.0 △ 21.3 

翌年度に繰越すべき財源 12,374 16,383 △ 24.5 △ 44.1 

実質収支 69,652 64,845 7.4 △ 12.3 

単年度収支 4,806 △ 9,123 - △ 190.5 

積立金 15,063 18,780 △ 19.8 7.3 

繰上償還金 1,874 1,148 63.2 103.7 

積立金取崩し額 39,387 31,072 26.8 33.2 

実質単年度収支 △ 17,644 △ 20,267 - △ 521.1 

※増減率について、前年度の数値が負数の項目は「-」としている。 
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第４節 歳  入 
 

一般財源は、1 兆 3,299 億円で、前年度（1 兆 2,817 億円）に対し、3.8％の増となった。 

市町村税は 1 兆 10 億 81 百万円で、前年度（9,849 億 81 百万円）に対し 1.6％の増とな

り、5 年連続で増加したが、歳入総額に占める比率は、9 年連続で 50％を下回った。 

地方交付税は 1,555 億 66 百万円で、前年度（1,592 億 35 百万円）に対し 2.3％の減と

なり、前年度に引き続き減少となった。 

国庫支出金は、3,395 億 55 百万円で、前年度（3,301 億 83 百万円）に対し 2.8％の増加

となった。 

地方債は 1,791 億 35 百万円で、前年度（1,876 億 57 百万円）に対し 4.5％の減となり、

3 年連続で減少した。 

 

 

第４表－１ 主な歳入の内訳                   （単位：百万円、％） 

区分 決算額 
構成比 増減率 

29 年度 28 年度 29 年度 28 年度 

市町村税 1,001,081 43.7 43.8 1.6 1.1 

地方譲与税 16,921 0.7 0.8 △ 0.0 △ 1.5 

各種交付金※ 157,226 6.9 5.4 29.5 △ 11.9 

地方交付税 155,566 6.8 7.1 △ 2.3 △ 7.2 

国庫支出金 339,555 14.8 14.7 2.8 △ 1.1 

県支出金 123,723 5.4 5.1 7.3 △ 1.7 

分担金・負担金 19,342 0.8 0.8 6.0 15.0 

使用料・手数料 53,801 2.3 2.4 0.5 △ 1.2 

財産収入 9,834 0.4 0.4 4.2 4.2 

繰入金 61,199 2.7 2.6 3.9 14.6 

繰越金 64,950 2.8 3.7 △ 22.7 27.8 

地方債 179,135 7.8 8.3 △ 4.5 △ 4.1 

その他 108,697 4.7 4.9 △ 0.8 7.5 

歳入合計 2,291,030 100.0 100.0 1.8 0.2 

うち一般財源 1,329,932 58.0 57.0 3.8 △ 1.4 

うち自主財源 1,298,164 56.7 57.1 1.0 3.0 

 

※各種交付金は、利子割交付金、配当割交付金、株式等譲渡所得割交付金、分離課税所得割

交付金、道府県民税所得割臨時交付金、地方消費税交付金、ゴルフ場利用税交付金、自動車

取得税交付金、軽油取引税交付金、地方特例交付金及び交通安全対策特別交付金の合算額で

ある。 
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第４表－２ 東日本大震災に係る主な歳入の内訳         （単位：百万円、％） 

区分 決算額 
構成比 増減率 

29 年度 28 年度 29 年度 28 年度 

震災復興特別交付税 2,138 13.3 10.7 △ 22.2 △ 74.0 

特別交付税（震災分） 140 0.9 0.5 20.6 △ 44.6 

国庫支出金 1,410 8.8 14.2 △ 61.4 △ 83.7 

県支出金 345 2.2 4.4 △ 69.6 △ 8.9 

地方債 1,399 8.7 12.7 △ 57.0 △ 80.4 

その他 10,605 66.1 57.5 △ 28.1 32.5 

歳入合計 16,036 100.0 100.0 △ 37.5 △ 58.7 

※東日本大震災に係る歳入は、歳入総額のうち、復旧・復興事業と全国防災事業に係る歳入の合計である。 

 

（１）市町村税 

市町村税は、良好な経済状況を背景として個人住民税が 1.8％（71 億 37 百万円）、法人

住民税が 2.5％（17 億 60 百万円）増加した。また、新築家屋の増加などにより固定資産税

が 2.0％（79 億 62 百万円）増加。全体では 1.6％（161 億円）の増加となった。 

（２）各種交付金 

各種交付金は、原油高等による輸入額の増などによる地方消費税の増収に伴い地方消費

税交付金が 5.2％（50 億 26 百万円）増加となったことや、県費負担教職員の給与負担が県

から千葉市に移譲されたことにより分離課税所得割交付金（1 億 59 百万円）や道府県民税

所得割臨時交付金（223 億 90 百万円）が加算されたことなどにより、全体では 29.5％（357

億 80 百万円）の増加となった。 

（３）地方交付税 

地方交付税は、国の地方財政計画での総額の減少、震災復興特別交付税の対象事業の減

などにより、2.3％（36 億 69 百万円）の減少となった。 

平成 29 年度の普通交付税における不交付団体（一本算定ベース）は前年度と変わらず 6

団体（市川市・成田市・市原市・君津市・浦安市・袖ケ浦市）となった。なお、成田市は、

本来不交付団体であるが、市町村合併に伴う措置により交付された。 

（４）国庫支出金 

国庫支出金は、保育所の拡充や障害者の自立支援などに係る扶助費の増に伴い、児童保

護費等負担金、障害者自立支援給付費等負担金、生活保護費負担金の支出が増加したこと

などにより、2.8％（93 億 73 百万円）の増加となった。 

（５）繰入金 

繰入金は、社会保障関係経費や公共施設等の老朽化対策等に係る経費の増大に対応す

るための財政調整基金からの繰入れの増などにより、3.9％（22 億 80 百万円）の増加とな

った。 

（６）地方債 

地方債は、庁舎整備事業、小中学校空調整備事業などの大型事業の終了や、土地開発公

社の解散に伴う関連事業の終了などにより 4.5％（85 億 23 百万円）の減少となった。 
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（７）一般財源 

一般財源は、良好な経済状況を背景とした市町村税の増加や、原油高等による輸入額の

増などによる地方消費税の増収により地方消費税交付金が大幅に増加したほか、県費負担

教職員の給与負担が県から千葉市に移譲されたことにより分離課税所得割交付金や道府県

民税所得割臨時交付金が加算されたことなどにより、前年度に対し 3.8％（482 億 32 百万

円）の増加となった。 

歳入における一般財源の構成比は 58.0％となり、前年度（57.0％）に対し 1.0 ポイント

の増加であった。 

（８）自主財源 

自主財源は、市町村税の増加や、社会保障関係経費や公共施設等の老朽化対策等に係る

経費の増大に対応するための財政調整基金からの繰入れの増などにより、前年度に対し

1.0％（130 億 15 百万円）の増加となった。 

歳入における自主財源の構成比は 56.7％となり、前年度（57.1％）に対し 0.4 ポイント

の減少となった。 
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第３図 主な歳入の推移 

 
 

 

 

第４図 歳入全体に対する一般財源及び自主財源の構成比の推移 
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第５表 市町村税の主な内訳                   （単位：百万円、％） 

区分 
平成29年度                                                                                                                             

決算額 

平成28年度  

決算額 
増減額 構成比 

増減率 

29 年度 28 年度 27 年度 

市町村民税 473,785 464,888 8,897 47.3 1.9 0.4 △ 0.1 

 
うち所得割 391,784 384,835 6,949 39.1 1.8 1.1 1.4 

うち法人税割 53,410 51,948 1,462 5.3 2.8 △ 5.7 △ 9.4 

固定資産税 407,779 399,817 7,962 40.7 2.0 2.1 0.4 

軽自動車税  9,236 8,770 467 0.9 5.3 20.2 3.8 

市町村たばこ税 39,752 42,119 △ 2,367 4.0 △ 5.6 △ 2.8 △ 1.4 

特別土地保有税 116 88 29 0.0 32.5 △ 81.3 948.9 

事業所税  11,227 10,948 279 1.1 2.5 1.2 1.2 

都市計画税  58,735 57,883 852 5.9 1.5 2.1 0.1 

その他  451 469 △ 18 0.0 △ 3.8 0.7 4.2 

合計（市町村税） 1,001,081 984,981 16,100 100.0 1.6 1.1 0.1 

 

 

 

第５図 主要税目伸長状況 
 
 平成元年度の各税額を 100 とした場合の推移 
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第６図 普通交付税額と臨時財政対策債発行額の推移 
 

 
上段：臨時財政対策債発行額 下段：普通交付税額 

 
 
 
第７図 普通交付税の不交付団体の推移 
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第６表 地方債の主な内訳（事業別）                （単位：百万円、％） 

区 分 発行額 
構成比 増減率 

29 年度 28 年度 29 年度 28 年度 

公共事業等債 9,593 5.4 6.3 △ 19.2 △ 7.1 

公営住宅建設事業債 1,878 1.0 1.0 3.4 197.9 

(旧)緊急防災・減災事業債 0 0.0 0.2 皆減 2788.3 

全国防災事業債 0 0.0 1.1 皆減 △ 84.3 

教育・福祉施設等整備事業債 34,285 19.1 17.2 6.2 14.4 

 学校教育施設等整備事業債 24,799 13.8 10.2 29.6 5.6 

 社会福祉施設整備事業債 4,556 2.5 1.6 48.7 △ 10.6 

 一般廃棄物処理事業債 2,458 1.4 4.1 △ 67.7 51.5 

一般単独事業債 54,966 30.7 34.9 △ 16.2 14.4 

 地域活性化事業債 810 0.5 1.1 △ 59.8 △ 6.6 

 (旧)合併特例事業債 9,390 5.2 6.3 △ 20.8 △ 19.7 

 地方道路等整備事業債 10,470 5.8 5.8 △ 3.7 17.6 

 (新)緊急防災・減災事業債 7,505 4.2 4.6 △13.3 22.0 

 公共施設等適正管理推進事業債 1,793 1.0 - 皆増 - 

公共用地先行取得等事業債 2,958 1.7 0.0 16332.2 20.0 

県貸付金 810 0.5 0.9 △ 51.3 △ 0.6 

臨時財政対策債 66,272 37.0 31.0 13.9 △ 12.6 

その他 8,372 4.7 7.4 △ 39.4 △ 8.8 

合  計 179,135 100.0 100.0 △ 4.5 △ 4.1 

※(旧)緊急防災・減災事業債は地方債計画（緊急防災・減債事業）に基づくものであって、平成 24 年度以

前に同意を受けたもの。なお、同事業債は平成 25 年度からは、補助事業が全国防災事業債に、単独事業

が(新)緊急防災・減災事業債に配分されたため、区分して計上している。 

※公共施設等適正管理推進事業債については、平成 29 年度決算分から計上している。 

 

第７表 繰入金の主な内訳                    （単位：百万円、％） 

区分 
29 年度 

繰入額 

28 年度 

繰入額 
増減額 構成比 

増減率 

29 年度 28 年度 27 年度 

繰入金 61,199 58,918 2,280 100.0 3.9 14.6 △ 12.8 

 うち財政調整基金 39,387 31,072 8,314 64.4 26.8 33.2 △ 33.2 

 うち減債基金 1,237 1,543 △ 306 2.0 △ 19.8 12.8 72.1 

 うちその他特定目的基金 18,068 23,051 △ 4,983 29.5 △ 21.6 1.5 18.2 
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第５節 歳  出 

 

 義務的経費は、1 兆 1,357 億 58 百万円で、前年度に対し 5.2％の増と、5 年連続の増加と

なった。 

 投資的経費は、2,484 億 96 百万円で、前年度に対し 8.5％の減と、3 年連続の減少となっ

た。 

 
（目的別歳出の特徴） 

（１）民生費は、児童福祉費の増、生活保護費の増などにより 2.0％の増加となった。民生

費の歳出全体に対する構成比は、38.4％であり、全費目中最も多い決算額となっている。 

（２）全体では、総務費や衛生費などの費目で減少したものの、県費負担教職員の給与負担

等が県から千葉市に移譲されたことによる教育費の増加により、1.9％の増加となった。 

 

 

第８表 目的別歳出の状況               （単位：百万円、％） 

区 分 決算額 
構成比 増減率 

29 年度 28 年度 29 年度 28 年度 

議会費 14,696 0.7 0.7 △ 0.5 △ 7.2 

総務費 259,138 11.7 12.4 △ 3.6 6.7 

民生費 849,324 38.4 38.4 2.0 5.7 

衛生費 202,822 9.2 9.9 △ 5.1 2.0 

労働費 1,213 0.1 0.1 △ 6.6 △ 34.6 

農林水産業費 30,368 1.4 1.2 21.0 △ 18.9 

商工費 62,998 2.9 2.9 0.1 △ 10.5 

土木費 207,219 9.4 9.7 △ 1.5 1.0 

消防費 90,880 4.1 4.1 2.6 △ 3.0 

教育費 290,948 13.2 11.3 18.8 △ 9.6 

災害復旧費 4,700 0.2 0.5 △ 58.4 24.3 

公債費 194,656 8.8 8.9 0.5 △ 0.3 

諸支出金 42 0.0 0.0 △ 91.0 143.5 

歳出合計 2,209,003 100.0 100.0 1.9 1.2 

 

 

 

 

 

 

25



 

 

第８図 目的別歳出の構成比 
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（性質別歳出の特徴） 

（１）義務的経費 

義務的経費は、1 兆 1,357 億 58 百万円であり、県費負担教職員の給与負担等が県から千

葉市に移譲されたことなどにより人件費が11.5％(430億2百万円)の大幅に増加し、また、

保育所の拡充などにより児童福祉費などの扶助費が 2.3％（118 億 37 百万円）増加したこ

となどから、全体として 5 年連続の増加となった。 

なお、歳出全体に対する構成比は 51.4％で、前年度を 1.6 ポイント上回った。 

・人件費 

人件費は、県費負担教職員の給与負担等が県から千葉市に移譲されたことによる移譲分

の人件費（408 億 57 百万円）の増加などにより、増加となった。 

移譲分を除くと、職員構成の若返りによる減や退職金の減などがあったものの、千葉県 

人事委員会勧告を踏まえた給与改定等により地域手当や期末勤勉手当が増加となったこ

となどにより、全体として増加となった。 

・扶助費 

扶助費は、年金生活者等支援臨時福祉給付金事業の終了などから社会福祉費が減少した

ものの、保育所の拡充などから児童福祉費が、受給者の増により生活保護費がそれぞれ増

加し、全体では 2.3％（118 億 37 百万円）の増加となり、34 年連続で増加となった。 

・公債費 

公債費は、前年度で大規模事業に係る償還が完了した団体があったことなどにより、臨

時財政対策債以外の地方債に係る償還金は減となったが、臨時財政対策債償還金が増とな

ったため、0.5％（8 億 80 百万円）の増加となった。 

 

（２）経常的経費 

 経常的経費は、1 兆 8,614 億 75 百万円であり、人件費、扶助費などの増加により 3.4％

の増加となった。なお、歳出全体に対する構成比は 84.3％となり、前年度を 1.3 ポイント

上回った。 

 

（３）投資的経費 

 投資的経費は、庁舎や小中学校施設の整備事業の終了に伴い普通建設事業が減となった

ことなどにより、8.5％（231 億 78 百万円）の減少となり、３年連続で減少となった。 

・普通建設事業費 

投資的経費のうち、普通建設事業費は、2,437 億 97 百万円であり、前年度に対し 6.4％減

少した。 

・単独事業費 

普通建設事業費のうち、単独事業費は、1,621 億 16 百万円であり、前年度に対し 9.7％減少

した。なお、普通建設事業費に対する単独事業費の構成比は、66.5％となり、前年度を 2.4

ポイント下回った。 
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第９表－１ 主な性質別歳出の状況               （単位：百万円、％） 

区      分 決算額 
構成比 増減率 

29 年度 28 年度 29 年度 28 年度 

義務的経費 1,135,758 51.4 49.8 5.2 3.2 

 

人件費 417,656 18.9 17.3 11.5 △ 0.3 

扶助費 523,716 23.7 23.6 2.3 7.5 

公債費 194,387 8.8 8.9 0.5 △ 0.3 

物件費 334,989 15.2 15.4 0.4 0.5 

維持補修費 22,128 1.0 1.0 △ 0.7 2.4 

補助費等 156,270 7.1 7.1 1.9 △ 3.8 

経常的繰出金・貸付金 212,329 9.6 9.7 0.7 2.9 

計（経常的経費） 1,861,475 84.3 83.0 3.4 2.0 

投資的経費 248,496 11.2 12.5 △ 8.5 △ 1.0 

 うち普通建設事業費 243,797 11.0 12.0 △ 6.4 △ 1.9 

 

 

補助事業費 81,681 3.7 3.7 0.9 △ 19.3 

 単独事業費 162,116 7.3 8.3 △ 9.7 8.6 

その他 99,032 4.5 4.5 2.5 △ 12.5 

歳出合計 2,209,003 100.0 100.0 1.9 1.2 

※普通建設事業費の補助事業費には、国直轄事業負担金及び受託事業のうち補助事業費を、単独事業費に

は、県営事業負担金、同級他団体施行事業負担金、受託事業のうち単独事業費を含んでいる。 

 

 

第９表－２ 東日本大震災に係る主な性質別歳出の状況  （単位：百万円、％） 

区      分 決算額 
構成比 増減率 

29 年度 28 年度 29 年度 28 年度 

人件費 145 1.0 0.8 △ 30.1 △ 22.3 

扶助費 24 0.2 0.2 △ 57.1 △ 21.8 

物件費 1,701 11.4 10.0 △ 31.1 △ 19.9 

維持補修費 81 0.5 0.3 5.2 13.5 

補助費等 1,790 12.0 6.4 13.9 53.9 

投資的経費 6,394 43.0 70.6 △ 63.3 △ 55.8 

積立金 4,117 27.7 5.9 182.4 △ 85.8 

その他 620 4.2 5.7 △ 56.0 17.5 

歳出合計 14,873 100.0 100.0 △ 39.7 △ 55.5 
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第９図 性質別歳出の推移 
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第１０図 性質別歳出の構成比 
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第６節 公営企業会計等への繰出の状況 

 

 普通会計から公営企業会計（法非適、法適）及び事業会計（国保事業、介護保険事業等）

等への繰出は 2,467 億 7 百万円であり、前年度（2,421 億 55 百万円）に対し 1.9％の増加

となった。 

 また、歳出総額に占める割合は 11.2％と前年度と同水準となった。 

 

（１）公営企業会計の事業別では、下水道事業会計に対する繰出が 423 億 73 百万円であり、

繰出全体の 17.2％を占めている。次いで、病院事業会計に対する繰出が 209 億 38 百万

円であり、繰出全体の 8.5％を占めている。 

（２）介護保険事業会計に対する繰出は 627 億 35 百万円で繰出全体の 25.4％を占め、後期

高齢者医療事業会計に対する繰出は 579 億 6 百万円であり、繰出全体の 23.5％を占め、

国民健康保険事業会計に対する繰出は 497 億 61 百万円であり、繰出全体の 20.2％を占

めている。 

（３）目的別では、事務費繰出が繰出全体の 54.9％を占めている。次いで、公債費財源繰出

が 13.0％、赤字補てん財源繰出が 4.7％、建設費繰出が 3.0％、運転資金繰出が 1.4％、

その他の繰出が 23.0％となっている。 

 

 

第１０表 公営企業会計等への繰出状況             （単位：百万円、％） 

区分 25 年度 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 

繰出総額 A 220,475 226,686 241,314 242,155 246,707 

歳出総額 B 2,014,103 2,099,131 2,142,239 2,168,257 2,209,003 

歳出構成比 A／B 10.9 10.8 11.3 11.2 11.2 

増減率（％） 0.8 2.8 6.5 0.3 1.9 

繰

出

構

成

比 

下水道事業 19.3 18.8 17.9 17.7 17.2 

病院事業 8.0 8.4 7.7 7.0 8.5 

国民健康保険事業 21.3 21.5 23.6 22.4 20.2 

介護保険事業 23.5 24.0 24.0 24.7 25.4 
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第１１表 繰出の状況 

 

（１）事業別の繰出状況                   （単位：百万円、％） 

区   分 繰出額 構成比 
増減率 

29 年度 28 年度 27 年度 

上水道事業 7,875 3.2 △ 0.1 14.2 △ 6.0 

病院事業 20,938 8.5 22.7 △ 7.7 △ 2.9 

下水道事業 42,373 17.2 △ 1.1 △ 0.7 1.2 

 
法適用企業 13,460 5.5 1.6 △ 5.6 8.2 

法非適用企業 28,913 11.7 △ 2.3 1.7 △ 1.9 

国民健康保険事業 49,761 20.2 △ 8.2 △ 5.0 17.0 

後期高齢者医療事業 57,906 23.5 5.3 5.1 6.8 

介護保険事業 62,735 25.4 4.9 3.2 6.3 

その他の事業 5,119 2.1 △ 4.9 △ 1.8 0.8 

合計 246,707 100.0 1.9 0.3 6.5 

 

 

（２）目的別の繰出状況                   （単位：百万円、％） 

区   分 繰出額 構成比 
増減率 

29 年度 28 年度 27 年度 

運転資金繰出 3,448 1.4 3.8 2.5 4.4 

事務費繰出 135,452 54.9 5.8 △ 0.2 △ 0.4 

建設費繰出 7,321 3.0 6.7 △ 2.8 △ 17.9 

公債費財源繰出 32,182 13.0 △ 4.9 5.9 3.1 

赤字補てん財源繰出 11,498 4.7 △ 20.0 △ 7.0 0.3 

その他の繰出 56,805 23.0 1.9 0.7 38.8 

合計 246,707 100.0 1.9 0.3 6.5 
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第１１図 公営企業会計等への繰出の推移 
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第７節 財政構造 
 

財政の弾力性を示す経常収支比率（単純平均）は、前年度（90.9％）より 0.1 ポイント増

加し、91.0％となった（過去最高（昭和 44 年度以降の地方財政状況調査データの過去最

高をいう。）は、平成 19 年度の 92.1％）。 

公債費負担比率（単純平均）は、前年度と同じく 11.8％となった。 

 

（１）経常収支比率は、普通交付税などの経常一般財源が減少した上、扶助費などの経常的

経費に充当された一般財源が増加したことから、前年度に対し、0.1 ポイント増加し、

91.0％となった。 

（２）団体ごとに見ると、95％以上 100％未満の団体は、9 団体（2 団体増）、90％以上 95％

未満の団体は、25 団体（前年度と同数）となっている。 

（３）各性質別歳出における経常収支比率（単純平均）をみると、人件費（27.9％）が前年

度（27.8％）に対し 0.1 ポイント、物件費（16.0％）が前年度（15.9％）に対し 0.1 ポ

イント、扶助費（9.2％）が前年度（9.0％）に対し 0.2 ポイントそれぞれ増加している。

また、補助費等（11.1％）が前年度（11.2％）に対し 0.1 ポイント、公債費（13.6％）

が前年度（13.7％）に対し 0.1 ポイントそれぞれ減少した。 

（４）公債費負担比率が 20％以上の団体は 1 団体減り、1 団体となり、15％以上 20％未満の

団体も 1 団体減ったため 6 団体となっており、15％以上の団体が占める割合は 13.0％ 

となっている。 
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第１２図 経常収支比率の推移（県平均 単純平均） 
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第１３図 経常収支比率の推移（市平均 単純平均） 
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第１４図 経常収支比率の推移（町村平均 単純平均） 
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第１２表 段階別経常収支比率の状況（団体数） 

比率 

 

 

年度 

70 未

満 

70～ 

75 未

満 

75～ 

80 未

満 

80～ 

85 未

満 

85～ 

90 未

満 

90～ 

95 未

満 

95～ 

100 未

満 

100 

以上 
団体数 

20 0 1 0 4 12 28 10 1 56 

21 0 0 0 5 23 17 9 0 54 

22 0 0 2 12 21 16 3 0 54 

23 0 0 0 10 18 22 4 0 54 

24 0 0 0 7 19 22 6 0 54 

25 0 0 1 8 22 20 3 0 54 

26 0 0 0 5 18 23 8 0 54 

27 0 1 0 10 19 22 2 0 54 

28 0 0 0 6 16 25 7 0 54 

29 0 0 1 5 14 25 9 0 54 

増減 0 0 1 △ 1 △ 2 0 2 0 - 

 

 

 

第１５図 公債費負担比率の推移（単純平均） 
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第１３表 段階別公債費負担比率の分布状況（団体数） 

比率 

 

年度 

5.0 未満 
5.0～ 

10.0 未満 

10.0～ 

15.0 未満 

15.0～ 

20.0 未満 
20.0 以上 団体数 

20 1 8 28 15 4 56 

21 1 7 31 14 1 54 

22 1 5 37 10 1 54 

23 1 9 33 10 1 54 

24 0 10 34 9 1 54 

25 0 14 30 9 1 54 

26 0 13 31 9 1 54 

27 0 19 28 6 1 54 

28 0 17 28 7 2 54 

29 0 17 30 6 1 54 

増減 0 0 2 △ 1 △ 1 - 
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第８節 将来にわたる財政負担の状況 
 

平成 29 年度末における債務残高（地方債現在高と債務負担行為翌年度以降支出予定額の

合計額）は、2 兆 5,787 億 73 百万円となり、前年度末（2 兆 5,507 億 42 百万円）から 1.1％

増加した。 

また、平成 29 年度末の積立金（財政調整基金、減債基金、その他特定目的基金の合計）   

現在高は、4,260 億 28 百万円となり、前年度末（4,164 億 29 百万円）に対して 2.3％の増

加となった。 

 

（１）債務残高の歳出総額に対する比率は 116.7％となり、前年度末（117.6％）と比べ 0.9

ポイント減少したが、平成6年度以降24年連続で債務残高が歳出総額を上回る状況にある。 

（２）地方債現在高は、臨時財政対策債を除く地方債現在高が 1.2％減少したものの、臨時財

政対策債が 2.3％増加したことにより、前年度末と比べ 0.1％の増加となった。臨時財政

対策債現在高は、平成 13 年度に初めて発行されて以降、年々増加しており、地方債現在

高全体に対する割合は平成 29 年度末には 38.5％に達している。 

（３）債務負担行為翌年度以降支出予定額は、5.7％の増加となった。 

（４）積立金現在高は、財政調整基金が 3.7％減少、減債基金が 22.5％増加、その他特定目

的基金が 7.5％増加したことにより、2.3％増加し、8 年連続の増加となった。 

 

 

第１４表 将来にわたる財政負担の状況                （単位：百万円、％） 

区分 

地方債現在高（ＮＴＴ債除

く） 

債務負担行為翌年度以降支出

予定額 
合計 Ａ 

歳出総額 

Ｂ 
A/B 

 増減率 
うち 

臨財債 
 増減率 

うち 

その他 
 増減率 

２０年度末 1,997,048 △1.5 420,616 400,278 2.4 200,351 2,397,326 △0.8 1,755,937 136.5  

２１年度末 1,997,176 0.0 469,877 400,784 0.1 210,644 2,397,960 0.0 1,908,632 125.6  

２２年度末 2,012,395 0.8 543,396 440,309 9.9 242,280 2,452,704 2.3 1,927,107 127.3  

２３年度末 2,003,961 △0.4 604,584 435,458 △1.1 253,950 2,439,419 △0.5 1,964,585 124.2  

２４年度末 2,027,672 1.2 660,068 405,898 △6.8 244,082 2,433,570 △0.2 2,009,729 121.1  

２５年度末 2,043,954 0.8 711,683 408,842 0.7 256,306 2,452,796 0.8 2,014,103 121.8  

２６年度末 2,066,539 1.1 751,613 392,825 △3.9 250,590 2,459,364 0.3 2,099,131 117.2  

２７年度末 2,092,122 1.2 778,939 456,312 16.2 301,074 2,548,434 3.6 2,142,239 119.0  

２８年度末 2,106,715 0.7 793,323 444,027 △2.7 311,866 2,550,742 0.1 2,168,257 117.6  

２９年度末 2,109,610 0.1 811,569 469,163 5.7 332,866 2,578,773 1.1 2,209,003 116.7 

※債務負担行為翌年度以降支出予定額の「その他」とは、「物件の購入等に係るもの」及び「債務保証又は

損失補償に係るもの」を除いたものであり、指定管理者制度にかかる管理委託料等はここに含まれる。 
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第１６図 債務残高の標準財政規模に対する割合（加重平均） 

 

 
 
第１７図 地方債現在高の目的別構成比 
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第１５表 積立金現在高の状況                （単位：百万円、％） 

区分 
積立金現在高 

財政調整基金 

現在高 
減債基金現在高 

その他特定目的 

基金現在高 

 増減率  増減率  増減率  増減率 

２０年度末 232,934 △ 0.6 113,787 0.1 12,168 △ 10.9 106,979 △ 0.1 

２１年度末 232,712 △ 0.1 112,132 △ 1.5 11,105 △ 8.7 109,474 2.3 

２２年度末 263,475 13.2 136,463 21.7 12,520 12.7 114,492 4.6 

２３年度末 289,711 10.0 158,938 16.5 12,863 2.7 117,911 3.0 

２４年度末 320,057 10.5 174,827 10.0 13,505 5.0 131,724 11.7 

２５年度末 358,195 11.9 197,484 13.0 14,731 9.1 145,980 10.8 

２６年度末 381,392 6.5 198,110 0.3 15,617 6.0 167,665 14.9 

２７年度末 405,478 6.3 210,538 6.3 17,189 10.1 177,751 6.0 

２８年度末 416,429 2.8 217,403 3.3 17,914 6.7 181,111 1.9 

２９年度末 426,028 2.3 209,379 △ 3.7 21,949 22.5 194,700 7.5 

 
 
 
 
第１８図 積立金現在高の標準財政規模に対する割合（加重平均） 

 
 
 

19.5
19.4

21.8

23.8

26.3

29.1

30.9 
32.3 

33.0 
32.8 

9.5 9.4
11.3

13.1
14.4

16.1 16.1 
16.8 17.2 

16.1 

1.0 0.9 1.0 1.1 1.1 1.2 1.3 1.3 1.4 1.7 

8.9 9.1
9.5 9.7

10.8
11.9

13.6 
14.2 14.3 

15.0 

0

5

10

15

20

25

30

35

20 21 22 23 24 25 26 27 28 29

（％）

（年度）

積立金合計

財政調整基金

減債基金

その他特定目的基金

42



 

 

第９節  一部事務組合決算の状況 
 

普通会計に属する一部事務組合数は前年度と同じ 30 団体であった。 

歳入総額は 791 億 66 百万円であり、前年度に対し 0.7％の増加、歳出総額は 746 億 57 百

万円で、前年度に対し 1.2％の減少となっている。 

また、実質収支は全 30 団体で黒字となった。 

 
（１）歳入の内訳では、分担金・負担金は 574 億 95 百万円（構成比 72.6％）となり、前年度

に対し 3.1％の増加、地方債は 56 億 33 百万円（同 7.1％）となり、前年度に対し 21.4％

の減少となった。 

（２）目的別歳出の内訳では、総務費は 234 億 10 百万円（同 31.4％）となり、前年度に対し

2.4％の減少となる一方、衛生費は 231 億円（同 30.9％）となり、前年度に対し 0.6％の

増加、消防費は 214 億 87 百万円（同 28.8％）となり、前年度に対し 1.7％の増加となっ

た。 

（３）性質別歳出の内訳では、人件費は 396 億 8 百万円（同 53.1％）となり、前年度に対し

2.1％の減少、物件費は 128 億 72 百万円（同 17.2％）となり、前年度に対し 0.8％の増

加となる一方、普通建設事業費は 93 億 62 百万円（同 12.5％）となり、前年度に対し

13.0％の減少、繰出金は 25 億 88 百万円（同 3.5％）となり、前年度に対し 17.4％の減

少となった。 
 

 

 

第１６表 収支                          （単位：百万円） 

区 分 歳入決算額 歳出決算額 
歳入歳出 

差引額 

翌年度に繰り越

すべき財源 
実質収支 単年度収支 

実質単年度 

収支 

29年度 79,166 74,657 4,509 265 4,243 1,288 1,349 

28年度 78,581 75,545 3,036 81 2,955 105 195 

 

第１７表 歳入                        （単位：百万円、％） 

区分 

平成 29 年度 平成 28 年度 

決算額 構成比 増減額 増減率 決算額 構成比 増減額 増減率 

分担金及び負担金 57,495 72.6 1,741 3.1 55,754 71.0 △2,055 △3.6 

国庫支出金 4,619 5.8 319 7.4 4,300 5.5 1,097 34.2 

都道府県支出金 107 0.1 △29 △21.2 136 0.2 △73 △34.9 

繰入金 627 0.8 △1,284 △67.2 1,911 2.4 △1,766 △48.0 

地方債 5,633 7.1 △1,534 △21.4 7,167 9.1 4,151 137.6 

その他 10,684 13.5 1,372 14.7 9,312 11.9 △326 △3.4 

歳入合計 79,166 100.0 585 0.7 78,581 100.0 1,027 1.3 
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第１８表 目的別歳出                      （単位：百万円、％） 

区  分 

平成 29 年度 平成 28 年度 

決算額 構成比 増減額 増減率 決算額 構成比 増減額 増減率 

総務費 23,410 31.4 △567 △2.4 23,977 31.7 △3,778 △13.6 

民生費 3,586 4.8 △569 △13.7 4,155 5.5 305 7.9 

衛生費 23,100 30.9 141 0.6 22,959 30.4 3,524 18.1 

労働費 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 

農林水産業費 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 

商工費 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 

土木費 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 

消防費 21,487 28.8 369 1.7 21,119 28.0 964 4.8 

教育費 120 0.2 0 0.0 120 0.2 △67 △35.8 

災害復旧費 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 

公債費 2,923 3.9 △259 △8.1 3,183 4.2 32 1.0 

その他 32 0.0 △1 △3.3 33 0.0 0 0.4 

歳出合計 74,657 100.0 △887 △1.2 75,545 100.0 980 1.3 

 

 

第１９表 性質別歳出                     （単位：百万円、％） 

区  分 
平成 29 年度 平成 28 年度 

決算額 構成比 増減額 増減率 決算額 構成比 増減額 増減率 

義務的経費 42,752  57.3  △1,134  △2.6  43,885  58.1  △3,517  △7.4  

 

人件費 39,608  53.1  △869  △2.1  40,477  53.6  △3,543  △8.0  

扶助費 221  0.3  △5  △2.4  226  0.3  △ 6  △2.7  

公債費 2,923  3.9  △259  △8.1  3,183  4.2  32  1.0  

投資的経費 9,362  12.5  △1,399  △13.0  10,761  14.2  4,453  70.6  

 

うち普通建設事業費 9,362  12.5  △1,399  △13.0  10,761  14.2  4,453  70.6  

 
補助事業費 4,678  6.3  1,711  57.6  2,968  3.9  2,022  213.7  

単独事業費 4,684  6.3  △3,109  △39.9  7,793  10.3  2,432  45.4  

その他の経費 22,544  30.2  1,645  7.9  20,898  27.7  44  0.2  

 

物件費 12,872  17.2  107  0.8  12,765  16.9  △141  △1.1  

補助費等 3,435  4.6  1,152  50.4  2,284  3.0  △48  △2.1  

積立金 1,461  2.0  795  119.3  666  0.9  △121  △15.4  

繰出金 2,588  3.5  △546  △17.4  3,135  4.1  367  13.3  

その他 2,187  2.9  138  6.7  2,049  2.7  △13  △0.6  

歳出合計 74,657  100.0  △887  △1.2  75,545  100.0  980  1.3  
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